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平成 23 年 10 月 18 日 

各   位 

会 社 名 ＳＢＳホールディングス株式会社

代 表 者 名 代表取締役社長 鎌 田 正 彦

（コード番号：２３８４）

問い合せ先 常 務 取 締 役 入 山 賢 一

電 話 番 号 03－3829－2222（代表） 

内部統制の体制整備に関する方針の一部改定に関するお知らせ 

当社は、平成 23 年 10 月 18 日開催の取締役会において、内部統制の体制整備に関する方針に

つき、一部改定の決議をいたしましたのでお知らせいたします。 

なお、改定箇所は下記の下線部分となります。 

記 

Ⅲ．内部統制の体制整備に関する方針 

１．企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(1）ＳＢＳホールディングスの役割 

当社は、｢SBS グループの内部統制の基本方針｣および｢SBS グループ行動憲章｣に定

める経営理念あるいは行動基準をグループ全体で共有し、これらの実効性確保のた

めにコンプライアンス体制およびリスク管理体制の構築・運用ならびに定款・規程

の遵守をもって、グループにおける業務の適正化を図っている。 

また、グループ各社に対しては、グループ中期経営計画による経営管理や事前協

議制度に基づく業務管理等、さらに当社内部監査部門による業務監査を実施し責任

と権限の明確化を図っている。 

(2）子会社および関連会社の役割 

子会社および関連会社は、グループ経営方針および事業計画を適切に実行すること、

および行動基準に示された事項を遵守することで業務の適正化を図る。また、業務

の進捗状況については、重要な管理情報として定期的に親会社に報告する体制に準

拠し報告する。 

 

２．取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

(1) 取締役会は、「SBS グループコンプライアンス規程」に基づき、取締役および従業

員に対する法令・定款および規程等の遵守を徹底する。また、コンプライアンス委

員会の活動を通して、コンプライアンス体制の維持・向上を推進する。 

(2）財務報告の信頼性を確保するために、当社の｢財務報告の基本方針｣に定める原則や

行動指針を適切に実行し、財務報告に係る内部統制を適正かつ効率的な体制とする。 

(3) 取締役会は、「SBS グループ行動憲章」の実効性を確保するため、「取締役会規則」

をはじめとする社内諸規程を整備し、取締役および従業員の行動や意思決定が、法
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令および定款に違反することなく、ひいては企業価値の永続的な向上に資するよう

努めるものとする。 

(4) 内部監査を担当する部署は、監査役と共同して、取締役、従業員、ならびに子会社・

関連会社の業務監査にあたるものとする。業務監査において、重大な法令・定款違

反、その他不当な事実を発見した場合には、当社の代表取締役および当該会社の代

表取締役に対し適切な対策の必要性を報告する。なお、緊急の事案に対しては、コ

ンプライアンス委員会へ事実関係の調査勧告や監査役会に緊急の取締役会の招集等

を提案する等、適切な対応を講ずるものとする。 

(5) 監査役は、監査役会が定めた監査方針のもと、取締役会への出席、業務執行状況の

調査などを通じ、取締役の職務の執行を監査する。 

(6) 法令・定款およびコンプライアンス違反に関して当社グループの従業員等がその事

実を知ったときは、内部通報制度に定める通報先へ通報する。 

 

３．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1) 取締役は、「取締役会規則」、「職務権限規程」、「稟議規程」をはじめとする社内諸規

程に基づく意思決定のルールにより、適正かつ効率的な職務執行が行われる体制を

とる。 

(2) 事業計画は、毎期当初に子会社および関連会社各社と協議の上で策定し、その目的

達成度を確認・評価するとともに、共同して阻害要因を排除するシステムを構築す

る。また、月次においては、定例の取締役会で予実報告を行い、その計画の進捗状

況を併せて評価し緊急の対応や環境の変化に即座に対応できる体制を敷く。 

 

４．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

(1) 取締役の職務の執行に係わる文書（電子的記録を含む）は、「文書管理規程」、「機密

文書管理規程」および「情報セキュリティポリシー」に基づき保管され、これらの

文書に対し、取締役および監査役、その他従業員から業務上必要な閲覧・謄写の申

請があったときには、閲覧・謄写できるものとする。なお、当該文書が他の場所に

保管されていて、閲覧・謄写できないときは、可及的速やかに対処するものとする。 

(2) 保存年限は、「文書管理規程」において定められているが、少なくとも法令により定

められた保存年限がある文書については、それ以上の保存期限を定め、取締役等の

職務の執行に遺漏のないようにする。 

 

５．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1) 当社グループは「SBS グループリスク管理規程」に基づき、各社で部門ごとに対応

すべきリスクを洗い出しその対応策を実施し、リスクによる損害や損失の予防と最

小化を図る。また、「グループリスク管理委員会」は、当社およびグループ各社のリ

スク対策の進捗状況の確認やその対応策の実施結果に対する評価・承認を行う。 

(2) 当社は、自動車管理に関する専用部署を設置しグループの自動車事故等の防止にあ

たるほか、国土交通省の「運輸安全マネジメント制度」に基づく安全管理体制のも

とで事故防止を推進する。また、物流業務の改善を通して安全性の向上に取り組む。 

(3) 大地震等に対する危機管理対策は、「有事・緊急時リスク対応マニュアル」に基づき、

「対策本部」の設置と各対策チームによる事業復旧への対応および事業継続に向け
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た活動を実施する。 

(4) 子会社・関連会社の重要な意思決定は、「関係会社管理規程」に基づき当社の所管部

署と協議のうえ所定の承認を受ける。また、当社は子会社・関連会社に対し内部監

査を実施し、グループ経営方針および諸規程に準拠した企業活動や組織運営が効率

的に行われているかの検証、評価および助言を行う。 

 

６．監査役の業務を円滑化する体制 

(1) 監査役の職務を補助するため監査役スタッフを選任する。また必要に応じて監査部

門もその補助を行うことで業務の円滑化を図る。なお、監査役スタッフの人事評価、

人事異動などに関しては、監査役の意見を尊重し決定する。 

(2) 代表取締役は、監査役会と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について意見

交換する。 

 

７．取締役および従業員が監査役に報告するための体制 

(1) 取締役および従業員は、法令・定款およびコンプライアンスに違反する事実、また

は会社に著しい損害を与える恐れのある事実を発見したときは、当該事実に関する

事項を速やかに監査役に報告する。 

(2) 取締役および従業員は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合

は、速やかに報告を行う。 

(3) 監査役は、取締役会以外の重要な会議に出席することができるほか、各種の会議議

事録、その他の文書を閲覧することができる。 

(4) 監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、緊密な連携を保つとともに、必要に

応じて会計監査人に報告を求める。 

 

８．反社会的勢力排除に向けた基本的体制 

当社は｢SBS グループ企業倫理規程｣および「SBS グループ反社会的勢力対策規程」な

らびに「SBS グループ行動憲章」を遵守することにより、反社会的勢力に対しては毅然

とした態度で臨み、一切関係を持たない。 

 
以上 


